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◆今号の特集では、「ものづくり現場から」シリ
ーズの第２弾として「団塊雇用」を取り上げた。

「2007年問題」と話題を呼んでいたが、いよいよ
本年４月から戦後ベビーブームに産まれた1200
万人におよぶ「団塊世代」が、60歳を迎え、労
働市場から退出を始める。ものづくり企業各社も、
技術・技能の中核である団塊世代が労働市場から
退出することを受けて、技術・技能の伝承への取
り組みを強化している。今号では、ものづくり３
社の伝承システムを紹介すると共に、団塊ＯＢ世
代の活躍ぶりを紹介する。◆今、『ワークライフ

ョンは、速度やエンジン回転数に応じて変速比
を自在に変える機能を備えた変速機であり、坂
道やでこぼこ道、荒地や造成地など悪条件の工
事現場で稼動する建機にとって、非常に重要な
部品である。
コマツ（小松製作所）の創業者である竹内明
太郎氏は、竹内鉱業㈱を１８９４年に設立、鉱山
事業で得た資産を機械工業発展のために出資し、
１９１７年石川県小松市に小松鉄工所を設立し、
鉱山用機械生産を開始した。
１９２１年５月に小松鉄工所が竹内鉱業㈱から
独立し、㈱小松製作所が誕生。
創業者である竹内氏の理念は『工業技術の革
新』、『人材の育成』、『世界への雄飛』の３点で
ある。この創立の理念が今のコマツの遺伝子
（コマツウェイ）として、技術革新と技術・品質
第一主義、目を世界へ市場は世界をモットーと
する現在のコマツの伝統精神に息づいている。
主要部品（エンジン・トランスミッション・
油圧機器などのコンポーネントも含み）は社内
工場で生産し、世界中の工場に供給している。
特にトランスミッションを構成する部品は、
粟津工場で一極集中して開発・生産し、日本国

内の工場のみならず、全世界のコマツの生産拠
点に供給している。
現在、粟津工場では、中小型建設機械の生産
は、月産約１５００台で、機種数は約３００モデル
に及んでいる。
組み立てラインの特徴としては、ライン生産

（メインアセンブリー）とセル生産（サブアセン
ブブリー）を組み合わせた高い生産性の『複合
生産方式』によって多品種少量変量生産（４９モ
デル１０５仕様）を実現していることも驚きであ
る。
また、品質保証システムも徹底しており、Ｑ
Ａマンによる検査指摘項目の組立ラインへのフ
ィードバック、社内マーシャリング（部品挿入）、
専門ライン検査員による組み立て中の全車両の
三重チェックを行っている。
表紙イラストは、建設機械組立工場における
上部旋回体と下部走行体部分の組立作業である。
コマツのキャッチフレーズに「『ダントツの夢』
が、あった。『ダントツの技術』が、それをかな
えた」とある。北陸人の地道な粘りと
根気が世界のコマツを担ってい
ることを肌で理解できた。（美）
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ＪＡＭ―コマツ粟津工場

バランス』という言葉が流行っ
ているが、非典型労働者が増え
ている中で、そんな甘いことをと思わ
れている御仁も多いかもしれない。しかし、定年
退職後の長いセカンドライフのことを考えると、
忙しい現役生活の時から、労働と生活の調和に地
道に努力して取り組んでいかないと味気ないセカ
ンドライフになってしまうのではと心配する。遠
いと思っていた老後が近くに感じられた。（美）

今回は、コマツ粟津工場を訪問した。ＪＲ北
陸本線の粟津駅近くに敷地面積７１万平方メート
ル、東京ドーム約１８個分の広大な敷地の工場が
ある。
また、１駅隣りの小松駅前には、産業機械

（プレス機械）を開発・生産している小松工場も
あり、小松市ではコマツが主力企業であること
が伺える。
ご存知の通り、コマツは国内建設機械メーカ
ーとして有名で、工場は国内に１０箇所、その中
でも粟津工場は同社の一般建設機械および路上
走行建設機械の主力工場である。（従業員は約２
５００人）
粟津工場の主力製品は、中小型建設機械およ
び建設機械の心臓部であるトランスミッション
（変速機）である。トランスミッションは、一極
集中の開発・生産拠点として、グローバル生産
に重要な役割を果たしている。
中小型建設機械として、油圧ショベル（アタ
ッチメントの付け替えによって様々な用途に使
える建設機械。下向きのバケットを取り付けて
バックホーとして使うのが最も一般的）、ブルド
ーザ、ホイールローダ（ホイール式トラクター
ショベル。土砂をダンプカーに積み込む時に使
われる）、モータグレータ（道路建設機械）など
を開発・生産している。また、トランスミッシ

油圧ショベルの組立ライン
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金属労協（ＩＭＦ－ＪＣ）はこれまで１０回
にわたって、毎年アジアの各国を巡回する
かたちで「アジア金属労組連帯セミナー」
を開催してきた。これはＩＭＦ本部が主催
した労組リーダーを養成するための教育セ
ミナーが廃止された後、その継続を望むア
ジア各国金属労組の強い要望に基づき、い
わばそれをＪＣが肩代わりする形で実施し
てきたものである。スタート直後の数年間
はＩＭＦシンガポール協議会の協力のもと
シンガポールで開催したが、その後はより
広く現地労組リーダーの参加を促す観点か
ら、マレーシア、タイ等に開催地を移すと
共に、昨年はベトナム・ハノイで開催した。
ベトナム金属労組は、ＩＭＦには未加盟
の組織であるが、こうした機会を活かし参
加することで仲間づくりを企図したもので
あった。アジア各国の民主化の歴史は古い
ものの、労働運動推進への障害はまだ多く
組織率も低い現状にある。しかし、世界的
にみれば経済発展が著しい地域であり、今
後大いに運動の発展が期待できる地域であ
り、その芽も育ってきている。ＪＣは従来
から先発組合としての役割を遂行してきて
いるが、今後とも、各国労組のニーズを的
確につかみ、各国から信頼される運動を展

開していかなければならない。
日本の輸出入額の半分は北東ならびに東
南アジアとの間で行われるまでになってい
る。貿易の中心はアジアへシフトしている。
経済産業省によれば海外工場の８０％がアジ
アに拠点を構えており、今後は更にアジア
中心の傾向が高まっていくことは想像に難
くない。こうした状況の下、日本企業の現
地雇用者数は全世界で約３４０万人にのぼっ
ている。金属産業の全世界における雇用者
数は２３０万人であり、そのうち中国を含む
アジア地域の雇用者数は１７０万人、全体の
７０％がアジアに集中しており、日本の責
任は重い。
われわれは今期の運動方針で、アジアを
最重点に国際連帯活動を展開すると共に、
国際局機能を強化することにしている。こ
れは前期２年間における「総合プロジェク
ト会議」の検討結論でもある。昨年のセミ
ナーにおいて、「アジア金属労組連絡会議」
の設置を呼びかけたのも、こうした認識に
基づくものである。今、まさにアジア各国
の金属労組は、自立的な運動の推進を必要
としている。そのためには自分達自身の発
意で集まり、様々な課題について話し合い、
自分達の運動を作り上げる必要がある。一
方、当地域の経済的発展を見ると、外資系
企業に負うところが大きい。収益観点から
事業活動を追求する企業論理の中で、彼ら
は自分達の雇用と生活を当該企業に求める
一方で、その地で事業の継続や発展を促す
ことのできる労使関係を確立することが求
められている。普遍的な労働者権利がある
一方で、どのようにその権利と運動成果を
両立させるのか、極めて難しい課題に直面
している。
９０年代後半から進展したグローバル化
は、各国労働者に生活面だけでなく運動自
体にも様々な課題を投げかけている。グロ
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ーバル化には本来、先進国だけでなく途上
国を含めた双方に巨大な利益をもたらす潜
在力があったはずである。しかし、現実は
その潜在力は発揮するに至っていない。こ
のことは、２００４年１月開催の「世界社会
フォーラム」（インド・ムンバイ）の標語＝
「もうひとつの世界は可能だ」に凝縮され表
現されている。
中国やインドはこのグローバル化をうま
く取り込み、目覚ましい発展を遂げている。
しかし、そうした国においてさえ、逆に貧
富の格差は拡大するなど問題を抱えている。
アジアでも失業率が４０％、非典型労働割合
が６０％と報告する国があるほどである。国
際連帯活動の重要性は今更言う必要はない。
しかし、自分達自身の課題は自分達の力で
解決していくしかないのも事実である。そ
うした観点からも、この会議立ち上げの意
味は大きい。各国金属労組は単なる連帯で
なく解決のための直接対話を必要としてい
る。そして、そうした努力によって、それ
ぞれの組織が自立的な発展を追求していく
ことが不可欠なのである。アジア金属労組
連絡会議が広く認知され、そこでの直接対
話の積み重ねが各国運動の成果につながり、
ＩＭＦ運動への信頼が一層強まらんことを
願う次第である。

第10回アジア金属労組連帯セミナー（2006年6月、ベトナム）

「話し合いの場」としての「アジア
金属労組連絡会議」の確立へ


